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 日本陸水学会は 1931 年に設立された。しかし、近年は会員数減少が顕著であり、また男女共同参画

や若手研究者を取り巻く情勢など、学会の周辺環境が変わりつつある。本委員会では、昨年 9 月に岩

熊会長（当時）からの諮問を受け、約 20 年後の学会の将来像について検討を重ねた。 

 

１．背景 
 これまでの経緯 
 陸水学会では 2000 年頃からの会員数減少に対して、2007 年の第 72 回水戸大会でのミニシンポジウ

ム以来、学会として対策を検討してきた（岸本ほか，2008）。それ以降、学会会計の健全化と会員資格

の確認のために学生会員の認定を厳密化すると同時に、会費滞納者や所在不明者の整理等を行ってき

た。その結果、会員数の減少が顕著な事が明らかとなった。 

 

 会長からの諮問内容 
 2011 年 9 月の総会において、岩熊会長（当時）から将来計画委員会の設置が提案された。この委員

会は、会員数の維持・増加および学会における男女共同参画の推進について、今後 20～30 年間程度の

将来構想の概略を議論し提案することが目的とされ、委員会の任期は 2012 年大会までの１年間とされ

た（以下の総会配布資料を参照）。 

 本委員会では概略と方向性を議論し、具体的な施策や制度設計については本委員会についで組織さ

れる何らかの委員会に委ねる。 



 
 

２．現状と将来 
2.1 周辺状況 
A）18 歳人口と科学研究を取り巻く社会状況の現状と予想 

我が国の人口構成では若年層の人口減少が顕著である（平成 22 年度国勢調査より、図 1 参照）。

2010 年現在の 20 歳人口（1992 年生まれ）は 120 万人余りであり、これは 2 つのピーク年齢（1949

年および 1973 年生まれ）の 53～60%に留まっている。さらに、20 年後に 20 歳となる人口は約 104

万人であり、現在の 20 歳人口からさらに 15％程度減少する。 

このような若年層の人口減少と、将来の労働生産人口の減少が見込まれる一方、第一次ベビーブ

ームと呼ばれる 1949 年生まれを中心とした世代が 60 歳以上となりつつある。20 年後にはこの世代

が平均寿命（現在は 80 歳前後）に近づき、社会保障費の増大が見込まれる。 

陸水学会にとっては、会員加入数の減少が見込まれると同時に、科学予算の削減により収支が悪

化する事態を想定する必要がある。 

 



 

図 1 2010 年現在の我が国の人口構成 

 
B）関連学会の動向 

岸本ほか（2008）にまとまられている。この中では関連学会のなかには個人会員の約半数が 50

歳以上の学会もあることが報告されているが、これらの学会は 20 年以内に存続について検討するも

のと思われる。 

いくつかの学会では近年、大会プログラム編成を見直している。日本森林学会（2005 年に日本林

学会から改称）では、シンポジウム等のセッションの割合を増加させている。また、生態学会では大

会企画委員会を設けて、大会プログラムの編成作業や複数年にまたがる企画（シンポジウム等）の立

案・実施を行っている。 

 
C）男女共同参画について 

国の第 4 期科学技術基本計画（平成 23～28 年度）において、以下のように明記している。 

①女性研究者の登用は、男女共同参画の観点はもとより、多様な視点や発想を取り入れ、研究活動

を活性化し、組織としての創造力を発揮する上でも、極めて重要である。 

②自然科学系全体で25%という第3期基本計画における女性研究者の採用割合に関する数値目標を

早期に達成するとともに、更に 30%までたかめることを目指し、関連する取組みを促進する。

特に、理学系 20%、工学系 15%、農学系 30%の早期達成及び医学・歯学・薬学系合わせて 30%

の達成を目指す。 

③国は、大学及び公的研究機関が、上記目標の達成に向けて、女性研究者の活躍促進に関する取組

状況、女性研究者に関する数値目標について具体的な計画を策定し、積極的な登用を図るととも

に、部局毎に女性研究者の職階別の在籍割合を公表することを期待する。 

 

2.2 現状分析 
A）陸水学会の会員動向 

陸水学会の一般会員は 2000年以降減少傾向が見られる（図 2）。2011年 7月現在の会員数は、

一般会員 735 名、学生会員 97 名をあわせて計 945 名となっている（2011 年度総会資料より）。

一般会員はピーク時（1988 年）から 35%減少し、近年でも 2008 年比で 23%減少となっている。

学生会員も 2007 年以降約 3 分の 2 に減少しており、また将来的に一般会員として継続入会する



かは将来的な就職によって予測はできない。これらは 2008 年に行った会費未払い会員の除籍に

よる影響が含まれていると思われるが、それ以降も年間 20～40 名程度の減少が続いており、構

造的な原因があるものと推察される。これらのことから、将来的に会費収入の減少が予測され、

支出の大部分を占めている陸水学雑誌と Limnology の出版・印刷費が不足する恐れがある。ま

た学生については、学生会費は配布物（陸水学雑誌と Limnology）の出版費用を下回っている

ことから事実上赤字となっている。 
図 3 の陸水学会の年齢構成（岸本ほか，2008)から考えて、現在の会員数を維持するために

は年間 20 名前後の入会が必要である（会員数 900 名、25～65 歳まで加入とすると 22.5 名／年

となる）。これらのことを踏まえ、一般会員を増やす方策を提言する必要がある。 
 

 
図 2 一般会員数と学生会員数の経年変化（岸本ほか，2008 に加筆） 

 
 

 
図 3 日本陸水学会会員の所属（左）および年齢（右）内訳（2007 年 2 月現在）（岸本ほか，2008) 
 

 

 (人) 



B）陸水学会の特徴 

陸水学会では、主な事業として、学会誌の発行と大会の運営を行っている。事業ごとに関連学会

に比べた特徴（特に優位性）を検討する。 

 
B-1）学会誌 

2 誌(和文誌、英文誌)を発行しているが、合計の出版・印刷費は、支出全体の 66～74%（2008～

2010 年度決算ベース、2011 年度総会資料より）となっている。インパクトファクターは 0.983（2011

年、Journal Citation Reports®）で、Limnology では 12 位（ただし Cited Half-time では 3 位）で

ある。 

関連学会で国際誌を発行しているうち、インパクトファクターがあるのは、生態学会（Ecological 

Res.）、森林学会（J. Forest Res.）、インパクトファクターがないのは、海洋学会（J. Oceanography）、

水文水資源学会（Hydrological Research Letters）、水環境学会（J. Water and Environm. Technol.）、

地理学会（Geographical Rev. Japan Ser. B）、ベントス学会・プランクトン学会（Plankton and 

Benthos Res.）、独立した国際誌を発行していないのは、水文科学会、環境科学会となっている。 

 投稿料は会員資格の有無に関係なく 10 ページまでは無料である。 

 
B-2）大会 

陸水学会の大会は、例年 9～10 月に行われている。2008 年までは、大会での講演は会員資格の有

無にかかわらず誰でも出来たが、2009 年からは、講演は会員のみとした。この結果、特に学生の発

表件数が少なくなったと思われる。 

同じ時期に大会を行っている関連学会としては、海洋学会（秋季大会）、ベントス学会・プランク

トン学会合同大会、水文水資源学会、地理学会、水文科学会、環境科学会となっている。また、水環

境学会は秋にシンポジウムを行っており、2002 年には、陸水学会大会と水環境学会シンポジウムを

同時開催した（東京農工大）。 

春には、生態学会、森林学会、海洋学会（春季大会）、水環境学会、さらに地球惑星科学連合大会

といったいずれも参加人数の多い大会があり、また年度末／始めを挟むため大会日程も限られる。し

たがって、大会を春に変更するには課題が多い。 

 
B-3）関連学会との比較における陸水学会の特徴 

陸水学会は、日本における陸水分野において唯一の国際誌を発行している団体といえる。また、

同時期に年会を開いている関連学会が複数あるので、大会のプログラムや参加者へのサービスは、こ

れらの関連学会との潜在的な競合を念頭に置いて検討する必要がある。 

 

３.今後の方針案（概要） 
3.1 学会の運営と経営の目標 

学会の特徴は、我が国の陸水分野における唯一の国際誌を発行していること、および秋に大会を

行っている事である。しかし国際誌の発行を維持するには多大な費用がかかっているのが現状である。

したがって、合計会員数で 1000 名程度、一般会員を 900 名程度確保する必要がある。また収支構造



を改善し、特に会費と対価がアンバランスな学生会員については制度を早急に見直す必要がある。 

 

3.2 対策の方向性と工程表 
A）会員価値の向上 

現在、会員である事のメリットは、機関誌の購読、大会での参加費割引及び講演資格、学会メーリ

ングリスト（ML）を通じた情報の受け取りなどである。しかし、Limnology 誌への投稿に当たっての

優遇は無く、また学会という集団に所属するスケールメリットが小さい。また、会員同士のマッチン

グや、学際的な研究を知る機会を学会が設けるといった企画は無い。 

そこで、考えられる会員価値の向上としては以下が挙げられる。 

1）現在は会員資格に関係なく無料となっている Limnology 誌の投稿料を会員・非会員で差別化する 

2）会員の研究課題や成果、所属する研究室等をアピールする場を設ける 

常任の広報委員会を新設して学会のホームページなど、インターネットでの情報発信を拡充・強

化する（1 ヶ月に 1～2 件のコンテンツ提供）。高校～大学生、関連分野の研究者に対してまとまった

ボリュームの情報を提供すること。従来の掲示や検索といったプル型から、RSS やメールの配信等

のプッシュ型の情報配布を検討する必要がある。委員のうち 1 名は広報幹事が兼任して事務局との連

携を図る（下図参照）。 

 
 

3）ML の活用による情報の提供 

常任の海外連携委員会および若手活性化委員会を新設し、それぞれ情報を収集して ML を通じて

周知する。また、会員が ML に成果出版の通知を流すのを許可する。 

4）会員同士のマッチングを学会として補助する 

大会プログラムにマッチングのための交流企画を含める（後述）。 

5）学会が主導して学際的な領域を開拓する 

関連学会との共催企画（例えばワークショップ）を大会以外にも年１回程度行うことを検討する。

特に、連携による新しい学際的領域（例えば森と川と海のつながり等）の開拓を意識的に行い、学会



内外の研究者の交流と、新分野振興の契機をつくる事で陸水学会が主導的立場に立てるようにつとめ

る。 

6）若手会員の育成 

大会におけるポスター賞の採点結果を全員に渡す。また、博士課程やポスドクの会員に対しては、

シンポジウムのオーガナイザーを経験する機会を設ける（後述）。常任の若手活性化委員会を新設し

て学会内外の情報収集と周知に勤めると同時に、サマースクールの実施について検討する。博士号取

得前後で、研究内容を広く紹介する場を大会もしくは紙上で提供する（例えば，大会で博士号取得者

が博士論文の内容を発表するセッションを設ける）。 

7）男女共同参画の推進 

常任の若手活性化委員会のなかで、男女共同参画の実現のための施策を検討する。学会員からの

意見を吸い上げるとともに、子育て世代の会員に対する大会サービスのあり方（日程や託児所設定等）

や、学会での委員・役員等の役割分担についても幅広く検討する。他学会での事例などの情報収集と

周知を行う。 

 
B）学会の組織と運営 

 いくつかの常任委員会を新設して、多様なニーズに応えられる体制を整備する（下図表参照）。 

 
1）会費について 

(1)学生会員 
学生の入会の動機は、大会発表であり，学生会費の対価としては、大会発表の権利だけで良

いと考えられる。一方で、学生会費では雑誌 2 誌では赤字となるため、学生会費を 2 種類設け

ることが考えられる。 
例えば、①会誌無しは，500 円／年、②会誌有りは XXXX 円／年とする。 
現状の学生会員は、指導教員の推薦（署名）がないと学生会員になれないため、指導教員は

一般会員として会誌を所有しており、会誌無しという選択肢も考えられる。これにより、大会

で発表する学生が増え、大会および学会の活性化に繋がると考えられる． 
(2)一般会員 

現状維持が望ましい。赤字となり維持が厳しい場合は要検討。 
現在の印刷体制の維持のためには会員 1000 名程度と言われており、学生会員に関する赤字

を圧縮することで、採算ラインを下げる（900 名前後）ことができると考えられる。 



2）学会誌について 
①電子化が最近の学会では多くなっていることから、印刷費削減のためには WEB 会員のような

ものがあってもよい。紙媒体で必要な方には＋αの会費にする。これについては、今後の動

向も考え、慎重に検討していく必要がある。 
②和文誌「陸雑」の充実は、会員の維持のために大切な要素であり、地域の水辺環境や関連する

活動などに関する情報提供は現職の研究者だけでない層へのアピールとしては有効である。 
 
C）大会の活性化 

大会は学会の主要な事業であり、会員同士の情報交換や交流において重要な機能を果たしている。

これまでの大会では実施に関わるほぼすべてが大会実行委員会に任されてきたが、実施する実行委員

会の負担は大きい。また、プログラム編成などにおいて、研究分野の振興や若手の育成といった継続

的な視野に立った企画の連続性が確保しにくいといった課題もある。 

 具体的には以下の施策が挙げられる。 

1）大会プログラムを編成する常設委員会を新設する 

 大会実行委員会の負担軽減と、プログラム編成の戦略性を高めることを目的とする。シンポジウム

や課題講演によりカバーされる分野を調整し、企画シンポジウム（下表参照）のオーガナイザーをコ

ーディネートする。 

 

2）大会を通じた若手育成の体制を整備 

 ポスター賞の採点結果を全員に渡す。また、①若手会員がオーガナイザーの経験を積むこと、②大

会及び研究分野の活性化、③人的ネットワークを発展させることを目的とした企画シンポジウムを新

設する（下図参照）。 



 
 
3）学会員以外の発表を部分的に認めることによる学際交流の促進をはかる 

 2009 年に大会での講演者を学会員のみとして以降、大会参加者及び発表件数が減少している。それ

以前のように学会員以外にも講演を認める事は会員価値の既存に繋がるが、学会員以外の講演を一切

認めない現在の運用は、学際性という陸水学の特性からは、研究の学際性の低下に繋がる。したがっ

て、ある程度の条件を設けた上で、学会員以外についても講演を認めるべきである。例えば、①企画

シンポジウムおよび自由シンポジウムに限る、②学会員がシンポジウムごとの講演者の半数（もしく

は 3 分の 2）以上を占める、③オーガナイザーが大会実行委員会に推薦して許可を得た、以上 3 条件

を満たす場合には、学会員以外の講演を認めるべきである。こうした企画によって、学会員以外にも

陸水学会の価値が認知され、会員数の増加に寄与する可能性がある（下図参照）。 

 
 

 



4）会員の交流を重視したプログラム編成を行う 

 これまでは、大会における会員の交流を目的としたプログラムは懇親会だけであった。しかし、大

会は学会員同士の交流のための重要な機会であり、この機会を積極的に活用出来るようにプログラム

編成するべきである。ポスター発表を夕方からにして会場で飲み物を販売することで、大会の収入に

資するとともに参加料を引下げられる可能性がある。 

 また、大会初日夜に交流行事（たとえばボーリング大会）を設ける事を検討する。 

5）セッション中心のプログラム編成 

 シンポジウムや課題講演などのセッションは、関連ある研究をまとめて聞けるだけでなく、新たな

枠組みを創出する可能性が高くなる（下図参照）。特に学際性が特色の陸水学会では、学際的な課題の

ための様々な枠組みが必要であり、会員の提案で枠組みを設定出来るという意味でもセッションの割

合を増やすべきである。また若手会員にはオーガナイザーとしての経験を積む事も出来る。 

 
６）学際性を伸ばすプログラム 

 ポスター賞における採点表（コメント含む）を希望者に開示する．また，学際性を高めるため

に審査委員に他分野の採点者を必ず含める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



A2-2. 会員数は増加・現状維持したい

A2-1. 会員数の減少を受け入れる
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社会貢献・次世代育成男女共同参画

学会活動の活性化一般会員数の維持・増加

・海外研究者の加入促進
・実務担当者の加入促進

など

・NPO、NGO等との協働、連携
・小、中、高校への教育、連携

など

・大会会場への託児所の設置
など

・活動の多様化
・他学会との連携
・学会の国際化

など

陸水学会の将来に向けた取り組みのイメージ

 
 


